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られる（同法52 条の4 ・52 条の5 ）。
育児休業は、男女労働者が1 歳に満たない子を養育するための休業をいい、子が1 歳に達するまで
休業することができる（同法2 条1 号・5 条1 項等）。現在は、パパ・ママ育休プラスとして、両親
ともに育児休業を取得する場合は一定の要件を満たせば、子が1 歳2 か月に達するまで育児休業 をす
ることができる。認可保育所に入所できない等の場合には、子が1 歳6 か月に達するまで延長するこ
とができる（同法5 条から9 条の2 ）。
後述の次世代育成支援対策推進法の認定基準では、「育児休業等」は、上述の育児休業制度と共に




付として25% が給付されることとなり（1995 年施行）、給付額が25% から40 ％ へと引 き上げ られ
（2001 年施行）、現在は少子化対策の一環として当分の間50 ％ に引き上げられ（2007 年より）、育児
休業中に統合して給付される（2010 年施行）。育児休業中の社会保険料（健康保険や厚生年金保険）
の自己負担分は免除され（1995 年施行）、その後事業主負担分も免除されることとなった（健康保険















をみると、女性有期契約労働者は80.7 ％、男性有期契約労働者は0.06 ％ であった。女性は前年度の71.7%
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表　雇用均等基本調査の変遷と育児休業取得率の推移





1993  (平成5 ） ?女子雇用管理基本調査 ?育児休業・介護休業制度、女子
再雇用制度 ?*48.1] ?*0.02]
1996  （平成8 ） ?女子雇用管理基本調査 ?育児休業・介護休業制度、家族
看護休暇制度等 ?49.1 ?0.12
1999  (平成11 ） ?女性雇用管理基本調査 ?育児休業・介護休業制度、家族
看護休暇制度等 ?6.4 ?.42
2002（平成14 ） ?女性雇用管理基本調査 ?育児休業・介護休業制度、子の
看護休暇制度等 ?4.0 ?.33
2003（平成15 ） ?女性雇用管理基本調査 ?男 女 雇 用 機 会均 等 法（採 用、
コ ース別雇用管理等） ?73.1] ?0.44]
2004   (平成16 ） ?女性雇用管理基本調査 ?男女雇用機会均等法による母性
健康管理措置等 ?0.6 ?.56
2005（平成17 ） ?女性雇用管理基本調査 ?育児休業・介護休業制度、子の
看護休暇制度等 ?2.3 ?.50
2006  (平成18 ） ?女性雇用管理基本調査 ?男 女 雇 用 機 会均 等 法（採 用、
コ ース別雇用管理等） ?88.5] ?0.57]
2007  (平成19 ） ?雇用均 等基本調査 ?母性保護、母性健康管理措置、
勤務時間短縮制度等 ?9.7 ?.56
2008（平成20 ） ?雇用均 等基本調査 ?育児休業・介護休業制度、子の
看護休暇制度等 ?0.6 ?.23
2009  （平成21 ） ?雇用均 等基本調査 ?企）採用、配置、昇進等
事）育児休業制度等 ?5.6 ?.72
2010（平成22 ） ?雇用均 等基本調査 ?企）採用、コース別雇用管理等
事）育児休業制度等 ?3.7 ?.38
2011   （平成23 ） ?雇用均 等基本調査 ?企） 配置、昇進等
事）育児休業・介護休暇制度等 ?7.8 ?.63
注）
(1) 出典は、厚生労働省雇用均 等 一児童家庭局雇用均 等政策課（現在の部署名）による、育児休業取得率が算 出i
されている各年度の基本調査による。各年度基本調査から、調査の目的や対 象、育児休業取得率の数値（概 要
・本文・付属統計表等）を調べた。
（2）2011 年度調査等では、育児休業取得率の推 移が表として まとめられている。 基本的 には、2011 年度 の計算
方法 による数値 とし （「出産者 に占める ‥ 」割合と「5 人以 上」で実施・集計）、そ の他の方法 の数値 には、
＊ や［　］ を用いた。＊は、「育 児休業 制度の規 定を 有する事 業所 におい て」 等と 限定さ れてい た数値 であ
り、1993 年度 と1996 年度はこの方法 に基づく。［　］は、30 人以 上で実施・集計された数値である。
（3)   2011年度 は、東日本大震災の影響 により、岩手県 、宮 城県 及び福 島県を除 く全国の結果 である。 2009年度
調査 より、企業調査 と事業所調査が 実施 されている。
（4） 表の「主 な調査テ ーマ」は、各 調査の概要 を基にまとめ た。 2003年度・2006 年 度調査の、男女雇用均 等 法
の施行状況 のなか には、「ポジテ ィブ ・アクションの推 進状況」や「セ クシュアルハ ラスメ ント の防止のた め
の取組」等 も含む。2009 年 度以 降 は企業調査のなかで、 ポジテ ィブ・ アクションや セクシュア ルハラスメ ン

















て紹介される数値は「出産者のうち ‥ ・」で5 人以上の事業所で集計された数値である。






なるものの、1993 年度基本調査・1996 年度基本調査では、女性の育児休業取得率は40% 台であっ
た。 1999年基本調査では56.4% と5 割を超え、2002 年度基本調査では64.0 ％ となった。この頃、
「少子化対策プラスワン」で、女性の育児休業取得率の目標が80 ％ とされII)、次世代育成支援対策推
進法に引 き継がれる（後述）。早くも、2006 年度基本調査では88.5% となり（30 人以上の企業）、政
策目標の80 ％ をクリアした。2008 年度基本調査では90.6% となり、最高の数値となったが、以後
は80% 台となっている。
一方で、男性の育児休業取得率は、1993 年度基本調査から2006 年度基本調査までの8 回の調査で




か月未満」の割合が32.4% と最も高く、次いで「12 か月～18 か月未満」の割合が24. 7％であっ
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4. 一般 事業主 行動計画に みる位置づ け
（1 ） 次世代育成支援対策推進法による一般事業主行動計画
少子化か進行するなか、「少子化対策プラスワン」をふまえて、2003 年7 月に次世代育成支援対策





































































④　過去3 年間において、男性労働者が連続した1 か月以上の期間、育児休業を取得し た実
績があること。または、配偶者が出産した男性労働者が育児休業を取得した割合の過去3
年間の平均が5  %  Jil,上であること。

























































変わりはない。 1993年度・1996 年度基本調査では、女性の育児休業取得率は40% 台であった が、1999
年度基本調査では5 割を超えた。 2006年度基本調査では（30 人以上の企業が対象）、政策目標

























＜ 注 記 ・ 引用 文 献 ＞
（1） 正式 には 「義務教育諸 学校等 の女子教育職員 及び医療施設、社会福 祉施設等の 看護婦、保母等の育 児休業 に
関する法律（rj7J和50 年法律第62 号）」というものであっ た。 筆者は、 育児休業 制度 の前史として の意義 を 有
する と考えている。
（2） 正式には「育児休業等 に関する法律（平成3 年法律第76 号）」 とい う。国 家公務員 等について は、「国家公務
員の育児休業等に関する法律 （平成3 年法律第109 号）」 等が適 用となる。
（3） 正式には「育児休業、 介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福 祉に関する法律」 とい う。
（4） 「ファミリー・フレンドリ ー」の概念については、労働省女 性局編『「ファミリー・フレンドリー」 企業 をめ
ざしてー 「ファミリ ー・フレンドリー」企業　研 究会報告 書- 』（1999 年9 月） が詳しい。
(5) 松浦民恵 「男性 の育 児休業 取得率 は、過去最 高でも2.6% 」 ニッセ イ基礎研究所 『ニ ッセイ基礎研 レタ ー』
（2012-05-21 ）1～4 頁。
（6） 小 川誠子「ワー ク・ラ イフ・バランス施策の検証一育 児休業制度 と育 児休業取 得率の観点 からー」 青山学 院
大学教育 学会紀要 『教育研 究』第54 号 （2010 年）185～198 頁。育児休業 制度の変 遷とあ わせて、育児 休業
取得率と育児休業給付金の推移を含めて分析してい る。
（7） 計算方法としては、対象労働者や対象期間が異なってい る場 合や、「育 児休業 等」 とい う場 合もあ る。また、
取得者として人数で表記されるこ ともあ る。 しかし、育児休業 制度の取得 （利 用）という、本質的 な意味合
いとしては変 わりない。
（8） これは、 次世代 育成支援対策推進法施行規則第4 条5 、6 （最 終改正：平成24 年3 月28 日厚生 労働省令第40
号）に基づ くもので ある。「育 児休業 に関する制度に準ずる措置」 とは、子が3 歳未 満の場 合に利用 できる、
短時間勤務制度（所定労働時間の短縮措 置）の代 替措 置（育児休業・ 介護休業 法23 条2 項） としての「育児
休業 制度に準 ずる制度」 と、子が小 学校の就学 前 までの子 を養育する労 働者に対 する「その他の両 立支援措
置」［努ブ］義 務規定 ）で ある（育児休 業・介護休業 法24 条1 項）。
（9） 調査票（「平 成23 年 度雇用均 等基本調査（事業所 票）」）を確 認した とこ ろ、対象と する「育 児休業」は、育
児休業 一介護休業 法5 条から10 条によるものである。
⑩　東 日本 大震災 の影響 に より、 岩手県 、宮 城県 及 び福 島県 を 除く全 国 の結果 であ る （2012 年7 月25 日（確
報））。 2011年 度調査 は、2009 年10 月1 日から2010 年9 月30 日までの1 年間であった。
㈲　少子化対 策プ ラスワ ンで は目標値 の設定にあた り、1999 年度 調査の 育児休 業取 得率 を、女 性57.9 ％、男性0.
 55% と引 用してい るが、この数値 は30 人以上 で集計 されたものであ る。 目標値の 設定は「総理指示 を受
け て育児休業取 得率 等の目 標値を今回始 めて設定し たこ とが特徴的であ る」とい う。厚 生労働省政 策統括官
付 社会保 障担当 参事官 室「少子化対 策プ ラスワン」厚生労 働省雇用均等 ・児童家庭局 編『Women&Work 』季
刊142 号 一通巻295 号 （Winter／2002）24 頁参照。
圈　 自治体 による取 り組 みとしては、東 京都では「東京ワ ークラ イフ バランス認定 企業」 という、中小 企業を対
象とし た認定制 度があ る。東 京都杉並区で は2006 年度 より「杉並区子育て 優良事業者 表彰 制度」 に取り組ん
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でい る。
圈　少子化社会対策基本法は、議員立法である。次世代育 成支援対策推 進法は内 閣提 出であっ た。次世代 育 成 支
援対 策推進法は、2005 年度から2014 年度までの時限立法であ る。
閣　前掲 書11 ）、23 頁。
困　行動計画策定指針 （平成21 年3 月23 日）の「7　 一般事業主行 動計画の内容 に関す る事項」 による。
固　厚生労働省・都道府県労働局「次世代育成支援対 策推進法 に基づ く　一般事業主行 動計画を 策定 し、 くる み
んマ ーク認定を目指し ましょう 川 」パンフレットNo.  17 （2012 年9 月）。〈注記・引用文献 〉末参照。
（17） 厚生労働省・都道府県労働局「次世代育成支援対 策推進法に基づ く　一般事業主行 動計画を 策定し 、 くる み
んマ ーク認定を目指 し ましょう 川 」 パンフレットNo.  14 （2010 年12 月）。厚生 労働省 ホームペ ージ お よ び
東京 都労働局ホ ームペ ージ。
圈　厚生労働省雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課「次世代法の認定企業が1,300 社 に達し ました（平成24 年7
月末現在）」（2012 年9 月24 日）厚生 労働省ホームペ ージ。
圈　厚 生労働 省・都道府県 労働 局「子 育て サポ ート企 業 に対 す る 税制 優遇制 度が 創 設さ れ まし た」（2011 年6
月）'J ーフレットNo.9 ． 一定 の要件を満 たした事業主は一定 の要件の下 で、 普通償却限度 額の32% の 割増
償却がで きる。
図　厚生 労働省雇用均等・児童 家庭局雇 用均 等政策課、職業 家庭両 立課「平成24 年 度『均 等・両立 推進 企 業表
彰』候補企業を公募し ます」(2011 年12 月20 日付 ））。 2012年9 月26 日に、受賞企業が報道さ れた。
剛　均等・両立推進企業表彰にあたっては、過去 に、均等推 進企業部門 の厚生労働大 臣優良賞 を受賞 し、受 賞 後
更 に取組成果が進 んでいると認められ、かつ、フ ァミリ ー・フレンドリ ー企業部門 の厚 生労働大臣 優良賞 の
表彰基準を満たす企業であること。 または、過去 にファミリ ー・フレ ンド リー企業 部門の厚生労働 大臣 優良
賞を受賞し、受 賞後更に取組成果が進 んでいる と認めら れ、かつ、均等推 進企業部 門の厚生労働大 臣優 良賞
の表彰基準を満たす企業であ ること。
μ 「両立指標に関する指針」に よる。両立指 標とは、制 度や利用状況 等を点数化し て表す ものであ り、「両 立支
援 （イ木業 ）」 は10 項目（合計100 点 ）、「両 立支 援（短時 間 勤務）」は11 項目 （合計95 点）、「利 用状 況 」は19
項目 （合計105 点）、「環境づ くり」は8 項目（合計55 点）、［人事労 務管 理］ は15 項目（合計80 点 ）、の
総計435 点である。厚生労働省ホ ームペ ージ。
域　厚生労働省雇用均等・児童家庭局雇用均等政策課、職業家庭両立課、短時間・在宅労働課「平成23 年度 男女
雇用機会均等法、育児・介護休業法、パ ート タイム労働法に関 する相談、紛争解 決の援助及 び是正 指導 の状
況 まとめ」（2012 年5 月31 日）厚生労働省ホームページ。
叫　厚生労働省雇用均等・児童家庭局職業家庭両 立課『今後の仕事 と家庭の両立 支援 に関す る研 究会報告 書一 子
育 てしながら働 くこ とが普通 にで きる社 会の実現に向けてー 』（2008 年7 月1 日）参照。厚生 労働省 ホ ーム
ペ ージ。
尚　 厚生 労働省 イクメンプロジェ クト 「社会に、イ クメ ンカ を。」（平 成23 年 度厚生
労働 省委託事業、2011 年9 月発行）。
［付記］ 本稿 の執筆 にあ たり、査読 の先生方から 数多くの貴重なコ メントをい ただき
まし た。心 より感 謝申し上げ ます。 なお、本稿における誤 りは全 て筆者に帰 する
ものです。
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The “percentage of child-care leave taken" （the ratio of employees who take leave within a system of childcare leave) hasreceived much
attention recently, being used, for eχample. to set targets for policy objectives. Under the corporate-run recog-nition system 
（commonly known as Kurumin ）based on the Act for the Promotion of Policies to Support Raising the Ne χtGeneration,
 the “percentage of child-care leave taken" and “number of leave-takers" are used to set standards。
After outlining the current system of childcare leave, this study first clarifies the concept of “ ercentage of child-care leavetaken" and shows
how it has changed before e χplaining the gender gap in the percentage of child-care leave taken. Next, Iconsider
how  measurements  of "Percentage of child-care leave taken" and "number  of leave-takers" are used to set recognitionand evaluation standards within the corporate-run
system of recognition and commendation. l further consider the limits of re-
lying on percentage of childcare-leave taken and the interrelationship between the percentage of childcare leave taken and thesystem of recognition and commendation
。
l conclude by addressing how the  present situation－in which labor policy and policy trying to improve declining fertility areintertwined,
 and in which there is a gender gap in the percentage of childcare leave taken－has led to changes in the childcareleave system itself.
Keywords : percentage of child-care leave taken, Basic Survey of Gender Equality in Employment Management, Act for the
Promotion of Policies to Support Raising the Next Generation （Next Generation Nurturing Support Measures Promotion Law),Accreditation Mark : KURUMIN
－Enterprises Supporting Childcare （Next Generation Accreditation Mark “KURUMINN" ），Family-friendly
Employers
昨今、「育児休業取得率」（育児休業制度 の取得者の割 合）は、 政策 の目標値 になる等、注目 されるように なっ
た。次 世代育成支援対 策推進法 に基づ く、事業主 の認定制度（次世代認 定マ ー ク（愛 称： くるみ ん）・子 育てサ
ポート企業）で は、育児休業取得率や育児休業者数等が要件として位置づ けら れている。
本稿で は、育児休業制度の概 要を述 べたうえで、 まず は「育 児休業取得率」 の概念を整 理し、 その推移 と男女
差 の実態 を明 らか にする。次 に、育児休業取 得率や育児休業 者数が、事業主 （企業 ）の認定制 度や表彰制度 にお
ける、認定 基準や評価基準 とし て、 どのよう に位 置づ けら れてい るのかを検討 する。そ のうえで、育 児休業取得
率 を指 標とする限 界と、育児休業取得率 と認定制度や表彰制度との整合性を検討する。
最 後に、 労働政策 と少子化対策 とが 関連し 合い、育児 休業取得率 に男 女差があ るという 実態が、育児休業制度
自体 にも変容 を及ぼし たと結論づける。
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